
　　１　概　　要

　　《退職手当資金交付事業の部》

　　①　会員の構成

年度 会員数 会員の構成 小学校 中学校 高等学校
特別支
援学校 幼稚園 保育所

認定
こども園

専修学校 各種学校 私学団体 合　計

学校・団体 1 3 12 1 31 7 48 11 0 3 117

教職員（人） 2 33 441 29 218 78 831 165 0 3 1,800

学校・団体 1 3 12 1 35 8 44 11 0 3 118

教職員（人） 2 32 450 27 259 95 745 166 0 3 1,779

学校・団体 0 0 0 0 △ 4 △ 1 4 0 0 0 △ 1

教職員（人） 0 1 △ 9 2 △ 41 △ 17 86 △ 1 0 0 21

※　教職員数は、３月３１日退職者を含む

　　②　会員負担金

　小・中・高　　　　　 1,000分の125
  幼稚園・保育所  　1,000分の75
　専修　　　　　　　 　1,000分の75
  養護・各種・団体　1,000分の54
　小・中・高　　　　　 1,000分の125
  幼稚園・保育所  　1,000分の75
　専修　　　　　　　 　1,000分の75
  養護・各種・団体　1,000分の54

　　③　県補助金

　　　　　　　 １，０００分の３３

　　　　　　　 １，０００分の３３

　　④　退職手当資金の交付

2 退職手当資金 147人 ２７２，２５７，８００円 １，８５２，０９４円

年度 種　　別 人　員 支　　給　　額 １人当たり支給額

3 退職手当資金 159人 ４０３，２８３，２００円 ２，５３６，３７２円

3 ５，０５１，３１６，０００円 １６６，６９３，４２８円

2 ４，９７５，２００，０００円 １６４，１８１，６００円

2 ４，９７５，２００，０００円 ４６１，１９４，４３６円

年　度 標準給与年総額 補　助　金　率 補　助　金　額

負担金額

3 ５，０５１，３１６，０００円 ４６６，１３６，３８０円

(年度末現在）

3 71

2 73

増減 △ 2

年　　度 標準給与総額 負担金率

Ⅰ事業報告



　　⑤　特定資産（退職資金事業積立資産）の保有状況
        （単位:円）

　　《貸付事業の部》

　　①　会員の構成

68

70

△ 2

　　②　出資金の状況
           （単位:千円）

0

0 93

△ 2

9114 0

増　　減

00

1

会員の別 令和3年度末の金額 令和2年度末の金額

中 学 校 30 30

高 等 学 校 8,703 8,703

短 期 大 学 96 96

0 1

294

0

0

0

14 0

合 同 運 用 指 定
金 銭 信 託

三井住友信託銀行 500,000,000

200,000,000

25 40

500,000,000

認定
こども

専修 各種

△ 3 1

会　　　員　　　の　　　内　　　訳

計

1,790,484,948 225,502,573 2,015,987,521

728,797,000

当期末保有額

中 高 短大

普 通 預 金 岩 手 銀 行 234,705,607 △ 68,520,246 166,185,361

幼
年度末 会員数

小

100,000,000 100,000,000

0

特別
支援

事 業 債 170,000,000 898,797,000

保育所

201,005,160

50,000,000

0

0

当期増減額

3 0 1 12 0 1

12 0

41

金 銭 信 託 自 由 型 み ず ほ 信 託 銀 行 76,982,341 124,022,819

地 方 債 野 村 證 券 50,000,000 0

み ず ほ 証 券 他

定 期 預 金 大 和 ﾈ ｸ ｽ ﾄ 銀 行 100,000,000 △ 100,000,000

資金の種類 金融機関名 前期末保有残高

0

認 定 こ ど も 園 8,619

0

特別支 援学校 60 60 0

幼 稚 園 6,216 6,510 △ 294

増　減 0 0 0 0

各 種 学 校 198 198 0

0

計 27,927 27,927 0

特約付自由金利型
定 期 預 金

〃

保 育 所 0 0

専 修 学 校 4,005 4,005

合　　　　　　　　　計

8,325

22

2



　　③　令和3年度貸付状況      （単位：千円）

2 0

5 0

7 0

14 0

　 ④　令和3年度施設設備資金償還状況 （単位:千円）

2 2

0 0

14 11

2 2

18 15

   ⑤   令和3年度貸付金利の状況（単位：%）

0.206% 0.302%

R3.10.1 0.302%

0

区　　　分
償　　　還　　　額 年度末貸付金残額

校（園）数

校（園）数 金　　　額 校（園）数 金　　　額

金　　　額

高 等 学 校 20,000 0

幼 稚 園 ・
認 定 こ ど も 園 44,000 0

専修・各種学校 70,000 0

金　　　額 校（園）数

区　　　分
経　営　資　金 施設設備資金

17,776

合 計 63,689 200,981

改定年月日 経営費 施設費 設備費

高 等 学 校 8,888 22,220

特別支 援学校 0 0
幼 稚 園 ・
認 定 こ ど も 園 50,357 160,985

耐震化等

R3.4.1 0.202% 0.230% 0.303%

R3.8.1 0.202% 0.205% 0.302%

専修・各種学校 4,444

合 計 134,000

0.230% 0.304%

R3.9.1 0.202%

0.202% 0.220%

R3.5.1 0.202% 0.220% 0.303%

R3.6.1 0.202% 0.220% 0.303%

R3.7.1 0.202% 0.220% 0.303%

R3.11.1 0.203% 0.230% 0.303%

R3.12.1 0.203%

R4.3.1 0.230% 0.400% 0.340%

R4.1.1 0.202% 0.220% 0.303%

R4.2.1 0.205% 0.250% 0.305%

0.500%

0.500%

0.600%

0.500%

0.500%

0.500%

0.500%

0.400%

0.400%

0.500%

0.500%

0.500%



  ２　事業の実施状況

(総会、会議等）

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

3 . 4 . 22 　令和２年度監査事前指導

5 ．13 　令和２年度全期監査実施

19 　令和３年度第１回理事会を開催

①　令和２年度事業報告及び収支決算について 　承認

②　業務方法書の一部改正について 　承認

　 ③　令和３年度定時総会招集について 　承認

④　役員選任について 　承認

⑤　代表理事、業務執行理事の職務執行状況報告

⑥　その他

6 ．16 　令和３年度定時総会を開催

①　令和２年度事業報告及び収支決算について 　承認

②　理事選任について 　承認

③　監事選任について 　承認

〃 　令和３年度第２回理事会を開催

①　代表理事及び業務執行理事の選定並びに業務執行理事の
業務分担について 　承認

②　運営委員の選任について 　承認

29 　公益法人の事業報告等に係る定期書類を行政庁へ提出

30 　岩手県私学団体連盟総会に出席

7 . 2 　令和３年度全国私学退職金団体連合会理事会・総会　書面開催（東京都）

15 　令和３年度全国私学振興会連合会総会　書面開催（岡山県）

19 　公益法人損益計算書を盛岡税務署に提出

9 . 16 　第２４回北海道・東北地区私学振興会連絡協議会及び

　令和３年度東北６県・北海道・新潟県私学退職金団体代表者等会議　書面開催

17 　令和４年度私学関係予算について県議会私学教育振興議員クラブ （岩手県）

　幹部に事前説明

28 　令和４年度私学関係予算について、県議会私学教育振興議員クラブ及び

　岩手県知事に要望

11 . 26 　令和３年度第３回理事会を開催

①　経営資金貸付審査 　承認

②　代表理事、業務執行理事の職務執行状況報告

③　債権管理状況

④　その他

4. 2 . 24 　令和３年度全国私学退職金団体連合会理事会　書面開催（東京都）

3. 23 　令和３年度第４回理事会を開催

①　令和４年度事業計画及び収支予算案 　承認

②　令和４年度経営資金貸付審査 　承認

③　その他

年　　月　　日



(退職手当資金交付・貸付事業）

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

3 ． 4 ． 1 　経営資金126,000,000円を県から借入、13校（園）に貸付

15 　令和２年度私立学校教職員退職金給付事業費補助金164,181,600円を岩手県

より交付（令和２年度収入）

20 　退職手当資金を38法人に対して教職員111名分371,547,000円を交付

30 　退職手当資金を6法人に対して教職員8名分4,687,800円を交付

5 ．12 　退職手当資金を2法人に対して教職員5名分12,269,000円を交付

19 　退職手当資金を1法人に対して教職員5名分1,310,800円を交付

24 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分88,700円を交付

6 . 11 　業務規程に定める標準給与基礎届について会員に通知

25 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分185,300円を交付

7 . 9 　退職手当資金を2法人に対して教職員2名分2,101,800円を交付

16 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分88,700円を交付

28 　令和２年度施設資金貸付1法人に対して貸付完了確認を実施

30 　退職手当資金を1法人に対して教職員2名分266,100円を交付

8 ． 2 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分93,900円を交付

11 　標準給与基礎届に基づき、標準給与確認通知書を会員に交付

9 . 1 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分1,252,800円を交付

3 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分443,700円を交付

8 　令和４年度経営資金、施設資金の借入希望調査を実施

10 　令和３年度私学退職金団体実態調査票を全国私学退職金団体連合会に提出

22 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分240,100円を交付

10 . 1 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分849,300円を交付

8 　退職手当資金を2法人に対して教職員2名分824,700円を交付

11 . 12 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分1,545,100円を交付

19 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分79,100円を交付

25 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分281,800円を交付

26 　施設設備資金貸付残高が債権管理規程による一般債権であることを理事会に

12 . 8 　退職手当資金を2法人に対して教職員2名分173,000円を交付 報告

10 　経営資金8,000,000円を1園に貸付(自己資金)

13 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分150,300円を交付

23 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分1,545,100円を交付

4 . 1 . 5 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分266,200円を交付

11 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分283,300円を交付

20 　退職手当資金を2法人に対して教職員2名分762,100円を交付

24 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分495,900円を交付

2 . 9 　退職手当資金を3法人に対して教職員3名分1,075,800円を交付

3 . 9 　退職手当資金を1法人に対して教職員1名分375,800円を交付

〃 　令和3年度退職手当資金の交付が完了

31 　借入金193,577,000円を県に支払い（経営126,000千円、施設設備67,577千円）

〃 　令和３年度私立学校教職員退職金給付事業実績報告書を岩手県に提出

〃 　令和３年度貸付事業実績報告書を岩手県に提出

年　　月　　日



(県の委託事業)

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

3 . 4 ． 1 　私立学校調査・統計業務について岩手県と契約

8 　私立学校調査・統計等委託業務の進め方について各私立学校に通知

30 　「私立高等学校入学者等状況（表1-1、2、3）」の提出

30 　「私立学校の生徒・児童及び幼児数状況調査（表2-1、2）」の提出

5 . 6 　「私立高等学校等の修学旅行実施予定状況（表7-1、2）」の提出

20 　「私立高等学校入学金の先取状況（表5-1）」、

　「私立高等学校生徒納付金等の状況（表5-2）」の提出

20 　「教育費負担状況調べ（表6）」の提出

25 　「私立専修学校の入学者・卒業者に関する状況（表8-1～4）」の提出

26 　「私立高等学校等における暴力行為の状況（表9-1～6）」等の提出

6 . 11 　「学校一覧表（表10-1～5、関係付表）」等の提出

7 . 9 　「私立高等学校市町村別(出身校)入学者状況調査（表15）」、

　「私立高等学校卒業者の状況調査（表16）」の提出

20 　「私立学校施設の整備状況（表11-1～4）」の提出

21 　「私立高等学校生徒の車両使用等の状況（表4）」の提出

8 . 18 　「学校法人等基礎調査（表17）」の提出

26 　「教育相談体制の整備状況（表18）」の提出

9 . 2 　「私立専修学校・各種学校に関する実態調査（表14-1～9）」の提出

10 . 21 　「学校学生生徒旅客運賃割引証（学生証）の使用に関する調書（表19）」の提出

10 . 29 「体罰に係る実態把握について（表24）」の提出

11 . 5 　「資金収支計算書集計表（学種別）（表12-1）」、

　「消費収支計算書（学種別・法人別）（表12-2、3）」、

　「貸借対照表（法人別）（表12-4）」の提出　

4 . 1 . 7 　「特別支援教育に関する調査（表22-1、2）」の提出

1 . 28 　「自校（園）内調理方式による学校給食実施校の衛生管理状況（表23-1）」、

　「学校給食実施校の衛生管理状況（表23-2）の提出

2 . 28 　「学校法人の財務分析（表12-5）」の提出

3 . 4 　「薬物乱用防止教室等開催状況（表26）」の提出

3 . 4 　「がん教育の実施状況（表27）」の提出

3 . 14 　「高等学校奨学事業調査（表25）」の提出

31 　「私立高等学校卒業（予定）者就職（内定）状況（表20-1、2）」の提出

　 （11/5～3/31まで計6回）

〃 　「専修学校卒業（予定）者就職（内定）状況（表21）」の提出（11/4～3/31まで計3回）

計25項目

年　　月　　日


